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研究要旨 

本研究班では、東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県山田町、大槌町、釜石市、陸前

高田市の協力を得て健康調査を実施している。本研究班の目的は、平成 23 年度に研究に同意

した被災地住民約 1 万人に健康調査を実施することにより、健康状態の改善度・悪化度を客

観的に評価し、1.被災者に適切な支援を継続的に実施しようとすること、2.追跡研究を実施

することにより、震災の健康影響を縦断的に評価できる体制を構築することである。 

平成 28 年度は、平成 23年度から平成 28 年度に実施した被災者健康調査のデータを用いて、

6 年間の健康状態の推移やその関連要因の検討を行った。その結果、被災者健康診査受診者に

おいては全体的に心身の健康状態は改善傾向が認められた。しかしながら、仮設住宅居住者

や健診未受診者では、依然として精神健康や生活習慣、社会的支援に問題を抱える住民の割

合が多いことなど、問題が残っていることが明らかになった。また平成 25 年度から平成 26

年度に実施した岩手県、宮城県、福島県の 3 県における調査では、仮設住宅居住者では東日

本一般住民とくらべて、自殺念慮の発生率が約 3 倍高かった。今後も調査を継続し、支援を

行っていく必要がある。 
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Ａ．研究目的 

東日本大震災の発災から 5年以上が経過し

たが、被災者健診受診者の約 2 割は未だに仮

設住宅、あるいは災害公営住宅で生活してお

り、その中には精神的な不調を持つ者も多い。

岩手県の被災地域は医療過疎地で、以前から

脳卒中死亡率や自殺死亡率が高い地域であ

る。被災地の住民は、震災により、肉親・友

人の喪失、住居の破壊、失業といった様々な

変化を経験し、また将来に対する不安を継続

して抱えており、こうしたストレスにより脳

卒中や自殺死亡がさらに増加する可能性が

高い状態にある。 

本研究班では、このような課題を抱える被

災地域の住民のうち、平成 23 年に研究参加

への同意が得られた約 1万人の住民を対象に

継続的に健康調査を実施することにより、健

康状態の改善度・悪化度を客観的に評価し、

自治体や保健医療機関と連携しながら被災

者への支援を実施している。 

一方で、本研究事業で実施している被災者

健診の受診率は年々低下しており、健康状態

を把握できていない住民が増加している。本

研究への参加に同意したが、平成 28 年度に

健診を受診しなかった者は、平成 23 年度の

同意者のおよそ 4 割となる約 4,200 名であっ

た。その中には医療機関での治療等を理由と

した未受診者や被災地域外への転居者、就職

したことにより職場で健康診断を受けてい

る者など、受診しない者の理由は様々である。

また、未受診者の増加により健診受診者の特

性に偏りが生じている可能性もある。被災者

に適切な支援を提供するため、被災者健診を

受診していない者の受診しない理由や現在

の健康状態を把握することが必要である。 

被災による健康影響としては脳卒中、心疾

患等の循環器疾患の発症やそれによる死亡、

うつや心的外傷後ストレス障害（PTSD）とい

ったメンタルヘルスの問題などさまざまなも

のが考えられる。 

脳卒中や心疾患といった循環器疾患の発症

については、我が国においては被災地域にお

ける大規模な罹患データによる調査は十分に

行われておらず、発災直後の急性期における

発症状況やその後の中長期的な影響は十分に

明らかになっていない。 

また、大規模災害後のメンタルヘルスの問

題については国内外で多数の報告がなされて

いるが、被災後の多大なストレス状況下にお

ける自殺念慮の発現リスクや、問題を抱えて

いる者に対するケア活動についての詳細な情

報の蓄積は今後起きる災害後の対応を行う上

で重要である。 

以上を踏まえ、平成 28 年度は大きく分けて

以下の 5 点について研究を行った。 

 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

 平成 23 年度から平成 28 年度に実施した被

災者健康調査のデータを用いて、6 年間の健

康状態の推移やその関連要因の検討を行った。

健康状態は健康診査による血液検査や呼吸機

能検査の所見、歯科健診による口腔衛生、質

問紙調査によるメンタルヘルスの状態、頭痛、

生活習慣、高齢者の生活機能といった多岐に

わたる観点から把握し、検討した。 

 また平成 28 年度は、平成 23 年度に血清の

保存に同意した対象者の血清サンプルを用い

て、microRNAs（miRNAs）の抽出、逆転写に

よる cDNA の作成の工程を終了し、次年度に

疾患発症やストレスなどを把握するバイオマ

ーカーとしての miRNA の有用性を分析する

ための準備を行った。 

 

２．東日本大震災被災者健康診査未受診者の

実態把握 

被災者健診の受診率は年々低下しており、

健康状態を把握できていない住民が増加し

ている。被災者健診を受診していない者の受

診しない理由や現在の健康状態を把握する

ことを目的とした。 
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３．岩手県の脳卒中登録における悉皆調査の

効果 

脳卒中登録は対象病院からの自発的な登

録により行なわれている場合、その精度は登

録への協力体制により左右される。本研究で

は、悉皆調査による脳卒中登録の効果につい

て検討した。 

 

４．東日本大震災仮設住宅住民における自殺

念慮の疫学調査 

 岩手県を含めた東日本大震災の被災地域

の仮設住民における自殺念慮とこれに関連

する要因を明らかにする。また自殺念慮の頻

度を東日本の一般住民と比較した。 

 

５．東日本大震災被災者健診とこころのケア

活動の連携、対応状況の分析 

 東日被災者健診におけるこころの健康の

調査部分は、市町村や岩手県こころのケアセ

ンターと連携して、その後の健診受診者のフ

ォローアップに活用されている。ケアセンタ

ーにおける東日本被災者健診の受診者対応

の把握を試みた。 

 

Ｂ．研究方法 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

本研究班は、東日本大震災で甚大な被害を

受けた岩手県山田町、大槌町、釜石市平田地

区、陸前高田市を対象に健康調査を実施した。 

ベースライン調査は、平成 23 年度に行わ

れた。対象地域の 18 歳以上の全住民に健診

の案内を郵送し、健診会場にて研究参加の同

意を得た。平成 23 年度に実施したベースラ

イン調査には 10,475 人が参加した。平成 24

年度の受診者数は 7,687 人、平成 25 年度の健

診受診者数は 7,141 人、平成 26 年度の受診者

数は 6,836 人、平成 27 年度は 6,507 人、平成

28 年度は 6,157 人であった。 

健康診査の項目は、身長・体重・腹囲・握

力、血圧、眼底・心電図（40 歳以上のみ）、

血液検査、尿検査、呼吸機能検査である。ま

た、大槌町では歯科健診および口腔衛生に関

する質問紙調査も実施している。 

問診調査の項目は、被災者の生活や健康状

態、心情を考慮し、時期に応じて項目の修正

を図ってきた。平成 23 年度の項目は震災前

後の住所、健康状態、治療状況と震災の治療

への影響、震災後の罹患状況、8 項目の頻度

調査による食事調査、喫煙・飲酒の震災前後

の変化、仕事の状況、睡眠の状況（アテネ不

眠尺度）、ソーシャルネットワーク、ソーシ

ャルサポート、現在の活動状況、現在の健康

状態、心の元気さ（K6）、震災の記憶（PTSD）、

発災後の住居の移動回数、暮らし向き（経済

的な状況）である。平成 24 年度には頭痛の

問診を追加した他、平成 25 年度は、震災に

よる死別や家屋被害、現在の居住環境につい

ても質問項目を追加した。平成 28 年度は教

育（学校に通った年数）、日中の眠気（エプ

ワース眠気尺度）、の項目を追加した。65 歳

以上の受診者には平成 23 年度から活動状況

等に関する追加調査を行っている。 

まず、平成 23 年度から平成 28 年度までに

6 回実施した被災者健診すべてを受診した者

を対象に、6 年間の健康状態、生活習慣、社

会的支援の推移を分析した。また、居住形態

と健康状態、生活習慣、社会的支援の関連性

を検討した。 

東日本大震災後における頭痛合併頻度と

頭痛との関連因子の変化を震災前、2012 年か

ら 2014 年までの間で検討した。頭痛を持つ

群と持たない群の間で年齢、性別、生活習慣

(喫煙、飲酒習慣、運動習慣)、身体因子(メタ

ボリック症候群)、精神的因子(ストレス、睡

眠障害、K6)、震災関連 PTSD 因子、ソーシ

ャルネットワーク因子を比較した。 

血液検査については、被災後平均約 8 ヶ月

後に採血し、保存していた血清を用いて血中

コルチゾールを測定し、身長、体重、腹囲、
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握力、血圧、眼底、心電図（40 歳以上のみ）、

血液検査、尿検査、呼吸機能検査の健康調査

項目からなる臨床指標や、災害被害ストレス

因子との関連性を検討した。 

また平成 23 年度から平成 27 年度までに実

施した被災者健診の血液検査結果を解析し、

肝障害、脂質異常、耐糖能異常等の検査異常

と肥満、飲酒量との関連を検討した。 一部

の症例では震災前年の平成 22 年度の健診デ

ータと比較した。 

食事摂取については、平成 25 年度に実施

された健康診査受診者を解析対象とした。食

事摂取状況を目的変数、社会的決定要因であ

る暮らし向き、居住環境、ソーシャル・キャ

ピタル、こころの健康（K6）を説明変数とし

て関連を検討した。 

口腔衛生状態については、東日本大震災の

被災地である岩手県大槌町の成人住民を対

象とした口腔関連保健状況のコホート調査

を、初年度以降、継続して実施しており、平

成 23 年度から平成 28 年度の推移を検討した。

また、口腔粘膜疾患について平成 23 年度か

ら平成 28 年度の推移を、口腔関連 QOL につ

いては平成 23 年から平成 26 年までの 4 回の

歯科健康調査をすべて受診した者における

推移を検討した。さらに 60 歳以上の者の口

腔カンジダ菌の分布について、平成 26 年度

以降 3 度目の追跡調査を行い、口腔カンジダ

菌の分布、検出結果について検討した。 

 呼吸機能については、平成 23 年度から平

成 27 年度の健診受診者を対象として、肺機

能検査の結果から肺機能障害について比較

検討した。 

 miRNA の解析については、本年度は血清

miRNAs の測定に向けた準備として、初年度

に採血した血清のうち大槌地区の 2,085 名を

対象として、血清からのmiRNAs抽出を行い、

miRNAs を逆転写し cDNA の作成を行った。 

 高齢の被災者における認知機能について

は、2015 年岩手県沿岸で実施された被災者健

診における 65 歳以上の健康診査受診者を対

象として、認知機能低下（厚生労働省作成の

基本チェックリストから項目を抽出）と社会

的支援（Lubben Social Network Scale 短縮版

(LSNS-6)）との関連について検討を行った。 

 また震災後の被災者の社会的孤立とその

変化に影響を及ぼす要因について、岩手県陸

前高田市で実施された健診受診者のうち、

2011 年と 2014 年の両調査に参加し社会的孤

立の評価指標(LSNS-6)に回答した者を解析

対象として分析を行った。社会的孤立の変化

と関連する要因との関連を、陸前高田市内 8

町の地域差を考慮に入れた一般化線形混合

モデルを用いて検討した。 

 

２．東日本大震災被災者健康診査未受診者の

実態把握 

平成 27 年度 5 月の被災者健診を受診して

いないもの 3,138 人を対象に、平成 27 年 10

月から平成 28 年 2 月にかけて、山田町、大

槌町、釜石市、陸前高田市において、郵送・

留置併用法調査を行った。質問項目は健診を

受診しない理由、健康状態について健康状態

の自己評価、アテネ不眠尺度、K(Kessler)6、

震災の記憶(PTSD 様症状)、社会関係について

Lubben のソーシャルネットワーク尺度、ソー

シャル・キャピタルをたずねた。統計解析は

未受診理由(複数回答)を自治体別、自治体×

性別、自治体×年代別に集計し、健康状態、

社会関係と受診状況の関連を検討した。 

 

３．岩手県の脳卒中登録における悉皆調査の

効果の検討 

悉皆調査による脳卒中登録体制が確立し

ている岩手県沿岸部全域と県北地域におい

て、岩手県内に居住し、2012 年から 2014 年

までの 3年間に脳卒中を発症した者を対象と

した。3 年間平均の粗罹患率、年齢調整罹患

率、および、年齢階級別罹患率について、地

域中核病院と非地域中核病院とで比較した。

非地域中核病院を受診する要因を検討する
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ため、性別、年齢、居住地、病型、脳卒中の

既往による多変量解析を行なった。 

 

４．東日本大震災仮設住宅住民における自殺

念慮の実態 

 岩手県、宮城県、福島県の 3 県から、協力

の得られた東日本大震災の被災地自治体を

選択し、これらの自治体の仮設住宅に居住す

る 20 歳以上住民に対して、WHO 統合国際診

断面接による訪問面接調査を実施した。ほぼ

同時期に、東日本（関東を除く）の一般住民

の調査が実施されており、このデータを比較

対照とした。震災前に自殺念慮のない被災地

仮設住宅住民 1,019 人および東日本一般住民

756 人のデータを分析した。 

 

５．東日本大震災被災者健診とこころのケア

活動の連携、対応状況の分析 

平成 24 年度から 28 年度に実施された東日

本被災者健診において、心の健康度（K6）と

アテネ不眠尺度の高得点の受診者を対象に、

岩手県こころのケアセンタースタッフが面

接を行っており、その活動内容及び対応者の

傾向を平成 24 年度から 28 年度にかけて継続

的に調査した。対応者の特徴や相談背景、相

談主訴の推移等について分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を含むデー

タを扱う。データの使用にあたっては、被災

者本人に対して、研究の目的・方法等の趣旨、

及び個人情報が公表されることがないこと

を明記した文書を提示し、口頭で説明した上

でインフォームドコンセントを得た。同意者

には同意の撤回書を配布し、同意の撤回はい

つでも可能であり、撤回しても不利益を受け

ない旨を伝えた。 

本調査によって得られた個人情報は、岩手

医科大学衛生学公衆衛生学講座の常時電子

施錠しているデータ管理室と被災者健診の

ために新たに設置した情報管理室に厳重に

管理している。データ管理室と情報管理室は

許可された者以外の出入りが禁止されてい

る。出入りは ID カードによって施錠管理さ

れている。電子化された情報は情報管理室の

ネットワークに接続されていないパソコン

で管理されている。解析には個人情報を削除

したデータセットを用いる。 

本研究の実施にあたっては、対象者の負担

の軽減及び結果の効率的な活用の観点から、

必要に応じ、他の「東日本大震災における被

災者の健康状態等及び大規模災害時の健康

支援に関する研究」とのデータや結果の共有

等の連携を行う。また、本研究は厚生労働

省・文部科学省の「疫学研究の倫理指針」お

よび「人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針」に従って実施している。なお本研究

は、岩手医科大学の倫理委員会の承認を得て

いる。 

 

Ｃ．研究結果 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

平成 23 年度の健診受診者数は 10,475 人、

平成 24 年度の受診者数は 7,687 人、平成 25

年度の健診受診者数は 7,141 人、平成 26 年度

の受診者数は 6,836 人、平成 27 年度の受診者

は 6,507 人、平成 28 年度の受診者は 6,157 人

であった。 

平成 23 年度から平成 28 年度までに 6 回実

施した被災者健診すべてを受診した者 4,622

人を対象に、6 年間の健康状態、生活習慣、

社会的支援の推移を分析したところ、男女と

も主観的な健康状態には大きな変化はない

ものの、睡眠障害や心の健康度に所見のある

者、社会的支援が少ない者の割合は初年度以

降で減少し、平成 26 年度からはほぼ横ばい

となっていた。また生活習慣についても、喫

煙者、運動量が少ない者の割合は減少傾向に

あった。一方で、高血圧、糖尿病、脂質異常

の有所見者は徐々に増加している傾向が認

められた。また居住形態と健康状態、生活習
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慣、社会的支援の関連性を検討した結果、プ

レハブ・みなし仮設住宅、および災害公営住

宅の居住者において、男性では心の健康や睡

眠に問題がある者、喫煙者、運動量が少ない

者の割合が多い傾向が認められ、女性でも男

性と同様に心の健康や睡眠に問題がある者

が多く、運動量が少ない者、社会的支援が不

足している者が多い傾向が認められた。 

頭痛については、頭痛有病率は 2012 年に

震災前に比べ高くなり、その後低下した。震

災後のいずれの時期においても低年齢、女性、

K6 高値であること、ストレス、睡眠障害、

PTSD 関連因子を持つこと、飲酒量が少ない

ことが頭痛を持つことに関連していた。避難

所居住経験は 2013 年までは頭痛のリスク因

子であったが、2014 年は有意ではなかった。

友人を持たないことは 2014 年に初めてリス

ク因子となった。PTSD 関連因子のオッズ比

が次第に増加傾向であった。 

血中コルチゾールは男性で高値であり、年

齢との関連性は明らかではなかった。採血時

間帯によって値の差異が認められ、男女とも

午前の早い時間帯で高く午後以降に低値と

なった。高血圧群では男女ともに非高血圧群

に比較して血中コルチゾールは高値であっ

た。被災後半年以上を経過した時点での血中

コルチゾールは心的ストレスの程度を示す

K6 スコアの高低や仮設住宅居住、家族の死

亡、失業の有無などのストレス関連因子と明

らかな関連性はみられなかった。 

血液検査において検査異常を示した割合

は、肝障害 (18.5%)、脂質異常 (47%)、耐糖

能異常 (26%)が高く、その頻度は 5 回を通じ

て変化なかった。いずれの異常も肥満、飲酒

との間に強い関連が認められ、生活習慣との

関連が示唆された。一方で、2013 年よりアル

ブミン低下、男性の貧血の頻度が増加傾向に

あり、2015 年はさらに顕著になった。貧血は

アルブミン、総コレステロール、体重減少と

の関連が認められ、栄養障害が示唆された。 

食事摂取については、男女ともに食事摂取

不良は、65 歳以下であること、暮らし向きが

苦しいことと有意に関連していた。男性では

こころの健康、女性では仮設住宅に居住して

いること、SC が低いこととの関連が顕著で

あった。 

口腔衛生状態については、平成 28 年度は

前回までの調査と同様に未処置歯が減少し、

処置歯数が増加し、2 度以上の動揺歯を有す

る者の割合は減少していた。一方、4 mm 以

上の歯周ポケットのある者の割合はわずか

に上昇していた。口腔粘膜疾患は本年度悪性

腫瘍の検出はなかったものの、前癌病変／状

態が高頻度に検出された。口腔関連 QOL に

ついて初回調査と 3 年後の平成 26 年調査の

結果を比較したところ、平成 26 年には有意

に向上していた。また初年度調査では中高年

であることが QOL の低下要因だったのに対

し、平成 26 年では年齢が高いほど QOL が低

い結果となった。60 歳以上の者の口腔カンジ

ダ菌については、平成 26 年と 27 年を比較検

討した結果、両年度調査でカンジダ菌が検出

された者はいずれの菌種においても菌量が

多く、1.1 log CFU/ml 付近をカットオフ値と

した場合に両年度とも検出される者が高い

尤度比で識別可能であった。 

肺機能障害については、2011年度から 2015

年度まで計 5 回の調査による比較を男女約

6,300 人で行った。2 回目以降引き続き予測肺

活量(%)及び予測一秒量(%)の有意な増加が

みられた。初回に男性の全世代で指摘された

予測肺活量(%)及び予測一秒量(%)の低下が

みられたが、今回の調査では総数で予測肺活

量(%)、予測一秒量(%)は 2011 年時に比べる

とはっきりした増加傾向を示している。肺機

能に影響を与える喫煙行動について調べる

と、喫煙率は低下傾向を示している。非喫煙

者の場合、既喫煙者、現喫煙者群に比べ、予

測肺活量(%)及び予測一秒量(%)が有意に高

いだけでなく、経年的な増加が大きく、特に

予測一秒量(%)で顕著であった。 
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 miRNA については、平成 28 年度は研究計

画通り、大槌町で採血した 2,085 検体の血清

サンプルより①血清からの miRNAs 抽出、②

miRNAs を逆転写し cDNA を作成の工程を終

了した。次年度以降の測定に向けて処理した

サンプルを-80℃保存した。 

 高齢の被災者における認知機能低下につ

いては、2015 年岩手県沿岸で実施された被災

者健診において、研究参加を承諾した 65 歳

以上の健康診査受診者 4,263 名のうち、18 歳

以上対象および 65 歳以上対象の調査票に回

答しており、調査票中の「社会的支援」、「厚

生労働省基本チェックリスト」、「K6」、「介

護保険認定の有無」の項目に欠損がない3,954

名を対象とした。多重ロジスティック回帰分

析の結果、厚生労働省基本チェックリストの

3 項目について、「自分で電話番号を調べて

電話をかけることをしていますか(vs.はい)」、

「今日が何月何日かわからないときがあり

ますか(vs.いいえ)」、「3 項目のいずれかに

該当(vs.該当なし)では認知機能低下のリスク

上昇が認められた。それぞれのネットワーク

別では、家族・親戚ネットワークより、特に

友人からの支援の低い群で認知機能低下の

リスクが大きくなることが明らかになった。 

 被災者における社会的孤立とその変化に影

響を及ぼす要因については、2011 年と 2014

年の両調査に参加し社会的孤立の評価指標

に回答した 2,998 名を対象として解析を実施

した。2014 年時点で 864 名が社会的孤立状態

であった。2014 年の社会的孤立と有意な関連

が認められた要因は、独居、暮らし向きが苦

しいこと、高血圧既往、心理的苦痛、低身体

活動、不健康な食事、2011 年時社会的孤立で

あった。2011 年時の社会的孤立の有無で層別

解析した結果、新規社会的孤立群では高血圧

既往、心理的苦痛、低身体活動、不健康な食

事、9 時間以上の睡眠が、社会的孤立継続群

では独居、心理的苦痛、不健康な食事が有意

に関連していた。 

 

２．東日本大震災被災者健康診査未受診者の

実態把握 

回収数は 2,298(回収率：73.2％)有効回収数

は 2,289(有効回収率：73.0％)であった。未受

診理由で最も多かったのは「職場で健診を受

けた」が 687 名（30.0％）、次に「病院で検

査を受けた」が 678 名（29.6％）であった。

職場の健診、病院受診、人間ドックを受診し

たものを合わせると 1,493 名（65.2％）とな

り、3 分の 2 程度の対象者が何らかの形で検

査を受けていることが明らかとなった。一方

で「体調が悪く外出できない」者が 108 名

（4.7％）であった。 

 

３．岩手県の脳卒中登録における悉皆調査の

効果 

地域中核病院と非地域中核病院を比較し

た結果、人口 10 万人対の粗罹患率は地域中

核病院では男性 424.8、女性 346.4、非地域中

核病院ではそれぞれ 34.9，36.8 であった。非

地域中核病院から登録される割合は全登録

のうち男性 7.8％、女性 9.6％であった。多変

量解析では非地域中核病院を受診する要因

は高齢、虚血性脳卒中、脳卒中の既往あり、

地域中核病院のない地域、が有意であり、性

別は有意でなかった。 

 

４．東日本大震災仮設住宅住民における自殺

念慮の実態 

震災前に自殺念慮のない被災地仮設住宅

住民 1,019 人および東日本一般住民 756 人の

データを分析した。東日本大震災における仮

設住宅在住の被災者では、震災直後に自殺念

慮が増加し累積罹患率は震災後３年目で

2.7％となった。これは東日本一般住民の

0.7％より高かった。仮設住宅住民データでは、

離死別・未婚、震災時の本人の負傷が自殺念

慮の危険因子だった。調査時点で身体的健康

状態が不良と回答した者でも自殺念慮のリ

スクが有意に高かった。 
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５．東日本大震災被災者健診とこころのケア

活動の連携、対応状況の分析 

岩手県こころのケアセンターが対応した

ケースは多くが高得点者であり、一部高得点

者ではないが保健師等から見てフォローが

必要なケース、本人の相談希望があったケー

スも含まれていた。検知される症状の背景に

は健康問題だけでなく、家族・家庭問題、失

業・就労問題、近親者喪失、住環境の変化な

ど、被災者の直面している現状が反映されて

いた。 

 

Ｄ．考察 

本年度は、平成 23 年度から平成 28 年度に

かけて収集してきた健診および質問紙調査

のデータを用いて、被災地住民に生じている

健康課題を様々な点から明らかにした。6 年

間の健康状態、生活習慣、社会的支援の推移

を分析したところ、男女とも主観的な健康状

態には大きな変化はないものの、睡眠障害や

心の健康度に所見のある者、社会的支援が少

ない者の割合は初年度以降で減少し、平成 26

年度からはほぼ横ばいとなっていることが

明らかになった。また生活習慣についても喫

煙者、運動量が少ない者の割合も減少傾向に

あり、被災者の生活は落ち着きを取り戻しつ

つあることがうかがえる。一方で、高血圧、

糖尿病、脂質異常の有所見者は徐々に増加し

ている傾向が認められた。こうした傾向は対

象者が高齢化しつつあることも要因のひと

つであると考えられるが、このような有所見

者に対してきめ細やかな支援を行っていく

必要があると考えられる。居住形態と健康状

態、生活習慣、社会的支援の関連性を検討し

た結果、男性ではプレハブ・みなし仮設住宅、

および災害公営住宅の居住者で心の健康や

睡眠に問題がある者、喫煙者、運動量が少な

い者の割合が多い傾向が認められた。女性で

も男性同様にプレハブ・みなし仮設住宅、お

よび災害公営住宅の居住者で心の健康や睡

眠に問題がある者が多く、運動量が少ない者、

社会的支援が不足している者が多い傾向が

認められた。このようにプレハブ・みなし仮

設住宅、および災害公営住宅の居住者におい

て心の健康、睡眠、生活習慣の問題は男女と

もにみられ、引き続きケアが必要であると考

えられた。 

頭痛に関しては、震災前に比較して震災 1

年後の 2012 年には頭痛を持つ率が増加して

おり、その後は低下傾向を示した。この変化

には震災前後の対象者自身の要因または周

囲環境要因になんらかの変化があったため

と考えられる。対象者自身の要因については、

震災関連 PTSD 因子のオッズ比は 2014 年調

査で最も高く、震災後時間が経過するにした

がって徐々に影響を増してきている可能性

がある。周囲環境の要因については、避難所

居住経験があると頭痛を合併しやすいが、こ

れは 2013 年調査までであり、2014 年調査で

は有意とはならなかった。避難所居住経験の

有無の影響が次第に薄れてきている可能性

がある。このことと入れ替わるようにソーシ

ャルネットワーク因子が 2014 年調査になっ

てはじめて影響を与えるようになった。周囲

との関わりが頭痛に与える影響力を増して

きたことを示唆すると思われる。 

血中コルチゾールは男性で高値であり、年

齢との関連性は明らかではなかった。採血時

間帯によって値の差異が認められ、男女とも

午前の早い時間帯で高く午後以降に低値と

なった。高血圧群では男女ともに非高血圧群

に比較して血中コルチゾールは高値であっ

た。発災後約半年経過した時点では、血中コ

ルチゾールはストレス指標との関連性が明

らかではなかった。 

2015 年の調査において、肝障害（AST、ALT、

GGT の高値）、脂質異常（総コレステロール

高値、LDL コレステロール高値、中性脂肪高

値）、耐糖能異常（空腹時血糖、HbA1c 高値）

は、過去 4 回と同様に高頻度に認められた。

その要因も、BMI、飲酒量との相関から、生

活習慣に基づく異常、すなわち肥満および飲
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酒の要因が大きいと考えられた。一方、2013

年から認められているアルブミンの低値例、

男性の血色素低値例の増加はさらに顕著に

なっており、背景要因の解決がなされていな

いことが示唆された。要因としては、依然と

して低栄養（体重減少、アルブミン低下、コ

レステロール低下）が想定されたことから、

被災者の一部で低栄養による健康障害が拡

大しつつあることが考えられた。全体として

は肥満傾向に伴う検査値異常が顕著な中で、

5-8%程度とはいえ低栄養に伴う検査値異常

者が増加傾向にあることが判明した。このこ

とは被災者個別にきめ細かな健康指導が必

要であることを示している。 

食事摂取については、本研究から被災者に

おける食事摂取不良状況は、性、年齢、暮ら

し向き、居住環境、SC、こころの健康の程度、

地域によって差があることが示唆された。暮

らし向き、居住環境、こころの健康との関連

も性差がみられたことから、性別の対策も必

要であると考えられた。 

口腔衛生状態については、1 人平均喪失歯

数が前年度調査よりも減少したことは、調査

対象者のうち喪失歯数の多い高齢の者が調

査からドロップアウトしているためと推察

された。また 4 mm 以上の歯周ポケットを有

する者の増加は調査対象歯を持つ被検者の

高齢化による歯周病の進行を示唆している

かもしれない。一方、2 度以上の動揺歯を有

する者の割合は継続して減少していた。これ

は、抜歯など調査結果に反映される歯科医療

的介入は動揺歯に対してなされるが、ポケッ

ト形成の段階ではなされないことが原因で

はないかと考えられた。今後、同一被検者の

歯周組織の変化を分析する必要があると思

われた。本年度、前癌病変／状態が高頻度に

検出されたことは、歯周病同様に被検者の加

齢が関与しているものと推察された。これら

により高齢者の口腔を定期的に検査し、悪性

腫瘍に進行する前段階で粘膜病変をスクリ

ーニングすることの重要性が示唆された。震

災後間もない初回調査時は、50-60 歳代の中

高年が QOL 低下要因であり、70 歳以上の高

齢であることは低 QOL と逆相関を呈したの

に対し、平成 26 年では年齢が高いほど QOL

が低い結果であった。このことは、災害後の

環境の変化に伴い、中高年の者においては移

動手段を持たない高齢者よりも受診機会が

増したことが原因ではないかと推察された。

口腔カンジダ菌はある程度菌量が多い者で 2

度の調査で安定して検出されたことから、本

研究で設定したカットオフ値よりも少ない

菌量の場合は、一過性の、定着が確立してい

ない状態を検出している可能性が示唆され

た。今後、さらに追跡調査し、繰り返し検出

の状況を検討することで、定着か一過性の検

出かの識別が可能となると考える。この結果

は、周術期口腔管理の臨床で行われているカ

ンジダ菌のスクリーニング結果の解釈にも

大きな影響を与えるものと期待される。 

肺機能障害については、2011年度から 2015

年度まで計 5 回の調査による比較を行い、肺

機能の改善傾向が認められる結果となった。

初年度では予測肺活量(%)及び予測一秒量

(%)が男性の全ての年代で低値となり、被災

地男性において何らかの原因で肺の拘束性

障害や閉塞性障害が生じていることを示唆

していたが、その後は増加傾向を示している。

肺機能に重大な影響を与える喫煙に関して

は、震災前に総数で 11.1%の喫煙率であった

のが、震災のあった初年度には 16.3%に増加

していたが、以降は震災前の水準で推移して

いる。非喫煙者の場合、既喫煙者、現喫煙者

群に比べ、予測肺活量(%)及び予測一秒量(%)

が有意に高いだけでなく、経年的な増加が大

きく、特に予測一秒量(%)で顕著であった。 

miRNA の解析については、平成 28 年度は

計画通り血清より miRNAs の抽出・逆転写の

工程が終了した。次年度より循環器疾患など

の生活習慣病に関連する血清miRNAsを中心

に測定を行う。その後、これらの血清 miRNA

値と、被災などによるストレスの程度や循環
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器疾患発症との関連について解析を進めて

いく予定である。ベースライン時データとマ

ージして各種疾患の発症との関連を明らか

にする。 

高齢の被災者における認知機能について

は、社会的支援の低い群で認知機能低下のリ

スクが上昇することが示された。中でも友人

からの支援に関して強い認知機能低下リス

クが認められたことから、地域において積極

的に外との接点を持つことで、認知機能低下

の予防につながることが示唆された。 

被災者における社会的孤立とその変化に

影響を及ぼす要因については、本研究から、

2014 年の社会的孤立には、同時点での独居、

暮らし向きが苦しいこと、高血圧既往、心理

的苦痛、低身体活動、不健康な食事、2011 年

時の社会的孤立が影響を与えていることが

明らかとなった。2011 年時の社会的孤立の有

無で層別解析した結果、新規社会的孤立群で

は高血圧既往、心理的苦痛、低身体活動、不

健康な食事、9 時間以上の睡眠が影響を与え

ていることが示唆された。社会的孤立継続群

では、独居、心理的苦痛、不健康な食事によ

る影響が要因として上げられた。関連する要

因を調整した結果においても、社会的孤立に

影響を与えている因子が独立して関連が認

められており、今回明らかになった要因は社

会的孤立に一定の危険因子となっているこ

とが考えられる。 

被災者健診の開始から約 6 年が経過し、健

診未受診者は増加傾向にある。未受診理由は、

「職場で健診を受けた(30.0%)」「病院で検査

を受けた(29.6%)」が上位を占めており、被災

者健診以外で健診にアクセスできている者

は比較的多いことが明らかとなった。しかし、

「体調が悪く外出できなかった」が 4.7%を占

めていることから病院も受診できていない

可能性があるため、注意が必要となる。また、

未受診者と受診者の健康状態の比較では、未

受診者で、K6 が 5 点以上の精神健康不良の

者、不眠が疑われる者、PTSD が疑われる者、

健康状態の自己評価が悪い者、ソーシャルネ

ットワークが少ない者が有意に多いことが

明らかとなった。このことは、精神的な健康

問題で受診できていない可能性があり、フォ

ローアップがより重要となる。さらに、未受

診者ではソーシャル・サポートも少なく、今

後も定期的に訪問する等してこころのケア

が必要と考えられた。 

被災地住民に対する支援のうち、こころの

ケアについては、岩手県心のケアセンターと

連携し、東日本大震災被災者健診において有

所見者のスクリーニングを行い健診会場で

ケアにつなげる取り組みを行っている。本年

度はこうした取り組みを含むこころのケア

センターの活動についても分析を行い、被災

者健診事業においては市町村とこころのケ

アセンターを含めた被災地保健医療事業を

進めるうえでも有用であることが確認され

た。このように、被災地住民や各地の心理的

危機にある住民への支援が行き届くような

仕組みづくりが推進される体制の構築が進

められており、地域が再構築され、地域住民

がこころの豊かな生活を安心して享受でき

る社会につながる取組を提供していくため

には、長期的な視点で事業を継続していく体

制が必須であると考えられた。 

岩手県脳卒中登録における悉皆調査につ

いては、約 10%が非中核病院から登録されて

いることが明らかとなり、特に高齢者、虚血

性脳卒中、脳卒中既往のある者、中核病院が

無い市町村では非中核病院から有意に多く

登録されていた。このことから中核病院から

の情報のみでは、中核病院がない市町村居住

者の脳卒中罹患状況は反映されず、高齢者や

脳卒中の既往のある者が過小に評価される

可能性があると考えられた。 

 被災の程度が大きかったと思われる東日

本大震災の仮設住宅住民では、同時期の東日

本一般住民とくらべて、自殺念慮の発生率が

約 3 倍高かった。離死別、未婚および災害時

の自分の負傷、身体的健康の不良さが被災後
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の自殺念慮と関連している可能性がある。仮

設住宅住民では、自殺念慮は震災 1 年目に最

も大きく増加し、以降も増加傾向にあった。

家屋を失うなど一定以上に被災した住民で

は震災 2年目までは自殺念慮の発現リスクが

高いことに注意すべきである。またその後も、

数年遅れて新規に自殺念慮が発生すること

もある点に注意する必要がある。また、興味

深いことに健康状態が仮設住宅住民の震災

後の自殺念慮へ与える影響は、精神的健康度

よりも身体的健康度で大きく、自殺予防のた

めには身体的健康が不良な者にも着目して

ケアを行う必要があると思われる。 

 

Ｅ. 結論 

 本年度は、平成 23 年度から平成 28 年度に

かけて収集してきた被災者健診および質問

紙調査のデータを用いて、被災地住民の健康

状態の推移や関連要因、現在生じている健康

課題を様々な観点から明らかにした。 

 被災者健診受診者においては、男女とも主

観的な健康状態には大きな変化はないもの

の、睡眠障害や心の健康度に所見のある者、

社会的支援が少ない者の割合も減少してお

り、また生活習慣についても喫煙者、運動量

が少ない者の割合は減少傾向にあった。また

肺機能や、頭痛の有所見率も全体としては改

善傾向にあった。 

一方で、仮設住宅居住者や健診未受診者に

おいては、精神健康や生活習慣、社会関係の

問題が依然として残っており、こうした問題

に対する支援が引き続き重要であることが

示唆された。仮設住宅住民では、東日本一般

住民とくらべて、自殺念慮の発生率が約 3 倍

高かった。口腔衛生状態については、平成 27

年度調査までは東日本大震災被災地住民の

口腔内状況は復興に伴い向上していたが、平

成 28 年度調査では住民の高齢化が口腔内に

反映される結果となっていた。また、高血圧、

糖尿病、脂質異常の有所見者が増加傾向にあ

ることがうかがえた。検査異常は全体として

肥満、飲酒との間に強い関連が認められ、生

活習慣病との関連が示唆された。一方で低栄

養に伴う障害が混在していることが明らか

となり、個々の状態に応じたきめ細かな健康

指導が重要と考えられた。被災者における食

事摂取不良状況は、性、年齢、暮らし向き、

居住環境、SC、こころの健康の程度、地域に

よって差があることが示唆された。暮らし向

き、居住環境、こころの健康との関連も性差

がみられたことから、性別の対策も必要であ

ると考えられた。 

被災地住民に対する支援のうち、こころの

ケアについては、岩手県心のケアセンターと

連携し、東日本大震災被災者健診において有

所見者のスクリーニングを行い健診会場で

ケアにつなげる取り組みを行っている。本年

度も引き続きこうした取り組みを含むここ

ろのケアセンターの活動についての分析を

行い、被災者健診事業においては市町村とこ

ころのケアセンターを含めた被災地保健医

療事業を進めるうえでも有用であることが

確認された。 

また本年度は、ストレス因子と血中コルチ

ゾール濃度の関連、高齢の被災者における認

知機能低下と社会的支援の関連、社会的孤立

とその変化に影響を及ぼす要因についての

分析を行い、被災状況で発生する健康上の、

あるいは社会的な問題やその測定について

新たな知見を得た。また近年、生活習慣病や

様々な疾患発症やストレスなどを反映する

バイオマーカーとして注目されている

miRNA について、今後の解析の準備を行っ

た。次年度以降、被災後 6 か月～9 か月に採

取した貴重な血清サンプルを用いて、miRNA

と被災などによるストレスの程度や循環器

疾患発症との関連を明らかにし、被災地で暮

らす方々の循環器疾患の発症を予防し、災害

関連死を減少させることを目的とした研究

の実施を予定している。 

今後も調査を継続し、支援を行っていくと

ともに、震災後の被災者の健康状態やそのケ
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アについての知見を蓄積していく必要があ

る。 
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